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序　　　　　文

　コロンビア共和国の鉱業分野はGDPの約３～４％を占め、金鉱産は年間約22.1トン（1995年）

であり、石油、コーヒー、石炭、エメラルドに次ぐ輸出品として、外貨獲得に寄与しています。

これらの金鉱産の90％は中小零細規模鉱山から産出されており、技術力の低さから回収率は50％

程度と低く、水銀を利用する選鉱方法による環境汚染も懸念されています。同国鉱業セクターの

（１）中小規模鉱山の金回収技術の低さ、（２）中小規模鉱山の鉱業活動による環境問題の顕著

化、という２つの特徴について、同国の要請に応じて我が国はプロジェクト方式技術協力による

協力（含金複雑鉱処理技術プロジェクト）を1992年から1996年まで実施しました。

　次いで同国は、上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術に高

め、移動式選鉱設備による現場への応用を図るべく、鉱業当局の技術力強化を目的とするプロジェ

クト方式技術協力を我が国に要請してきました。これを受け我が国は1999年６月から３年間の協

力期間にて「INGEOMINAS（地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所）及びMINERALCO（鉱

山公社）の技術者が、産金地域における中小零細鉱山に対し、選鉱場改善の指導ができるように

なる」ことを目的として、プロジェクトを開始しました。

　国際協力事業団は、2000年12月に協力期間の中間時点にさしかかった本プロジェクトについて、

これまでの活動実績、管理運営状況、カウンターパートへの技術移転状況に関し、PCM手法を用

いて当初計画に照らし合わせた中間評価を行うべく、運営指導調査団を派遣しました。そして、

その結果を踏まえ、今後のプロジェクト計画、モニタリング方法につき確認、見直しを行い、今

後のプロジェクトの取り進め方について協議しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関して

ご協力いただいた日本とコロンビア両国の関係各位に対し、深甚の謝意を表するとともに、あわ

せて今後の支援をお願いする次第です。

　2000年12月

国際協力事業団

鉱工業開発協力部

部長　林　典伸
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第１章　調査団について

１－１　プロジェクト及び調査団派遣の背景

　コロンビアの鉱業分野はGDP１の約３～４％２を占め、金鉱産は年間約22.1トン（1995年）であり、

石油、コーヒー、石炭、エメラルドに次ぐ輸出品として、外貨獲得に寄与している。これらの金

鉱産の90％は中小零細規模鉱山から産出されており、技術力の低さから回収率は50％程度と低く、

水銀を利用する選鉱方法による環境汚染も懸念されている。同国鉱業セクターの（１）中小規模鉱

山の金回収技術の低さ、（２）中小規模鉱山の鉱業活動による環境問題の顕著化、という２つの特

徴について、同国の要請に応じて我が国はプロジェクト方式技術協力による協力（含金複雑鉱処理

技術プロジェクト）を1992年から1996年まで実施した。

　次いで同国は、上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術に高

め、移動式選鉱設備による現場への応用を図るべく、鉱業当局の技術力強化を目的とするプロジェ

クト方式技術協力を我が国に要請してきた。これを受けJICAは1999年６月から３年間の協力期間

にて「INGEOMINAS３及びMINERALCO４の技術者が、産金地域における中小零細鉱山に対し、

選鉱場改善の指導ができるようになる」ことを目的として、本プロジェクトを開始した。

　今次運営指導調査団では、2000年12月１日に協力期間の中間時点にさしかかった本プロジェク

トについて、これまでの活動実績、管理運営状況、カウンターパート（以下C/P）への技術移転状況

に関し、PCM手法を用いて当初計画に照らし合わせた中間評価を行うことを目的とした。

　その結果を踏まえ今後のプロジェクト計画、モニタリング方法につき確認、見直しを行い、必

要に応じて今後のプロジェクトの取り進め方について協議した。

１－２　団員構成

氏　　名 担 当 分 野 所　　　　　属

谷川　和男 総　　括 JICA 専門技術嘱託

田中　良幸 技術協力計画
通商産業省資源エネルギー庁長官官房鉱業課

非金属係

大木　久光 技術移転計画 三井金属資源開発株式会社　営業部長

高田武千代 研修計画
財団法人国際鉱物資源開発協力協会

国際協力本部　国際協力課長

吉田　　徹 プロジェクト運営管理 JICA 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課　職員

三好　崇弘 コンサルタント 株式会社福山コンサルタント　海外業務部

　１ 916億ドル、一人当たり2,319ドル（1998年）

　２ ５％（1998年）

　３ 地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所、プロジェクトは同研究所カリ支所にて実施。

　４ 鉱山公社
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１－３　調査日程

日順 月　日　(曜日) 日　　　　　程 宿 泊 地

コンサルタント団員

１ 2000 年 11月 12 日(日) 移動（成田発→JFK 着） New York

２ 13 日(月) 移動（JFK 発→Bogota 着）

午前　JICA 事務所打合せ

Bogota

３ 14 日(火) 評価作業

移動（Bogota 発→Cali 着）

Cali

４ 15 日(水) 評価作業 Cali

５ 16 日(木) 評価作業 Cali

６ 17 日(金) 評価作業 Cali

７ 18 日(土) 評価結果取りまとめ Cali

８ 19 日(日) 評価結果取りまとめ

移動（Cali 発→Bogota 着）

Bogota

９ 20 日(月) 午前　JICA 事務所報告

移動（Bogota 発→JFK 着）

New York

10 21 日(火) 移動（JFK 発→） 機中泊

11 22 日(水) 移動（→成田着） －

官　　団　　員

１ 2000 年 12月 11 日(月) 移動（成田発→Chicago 着）

（大雪による空港閉鎖のためシカゴ泊）

Chicago

２ 12 日(火) 移動（Chicago 発→Miami 着）

移動（Miami 発→Bogota 着）

Bogota

３ 13 日(水) 午前　鉱山エネルギー省、INGEOMINAS 表敬

移動（Bogota 発→Cali 着）

Cali

４ 14 日(木) 専門家との打合せ Cali

５ 15 日(金) 協議（中間評価結果確認） Cali

６ 16 日(土) 中間評価表作成 Cali

７ 17 日(日) ミニッツ案作成 Cali

８ 18 日(月) 協議（今後の活動計画）

移動（Cali 発→Bogota 着）

Bogota

９ 19 日(火) 午前　合同調整委員会（ミニッツ締結）

午後　大使館報告・JICA 事務所報告

Bogota

10 20 日(水) 移動（Bogota 発→Miami 着）

移動（Miami 発→Chicago 着）

Chicago

11 21 日(木) 移動（Chicago 発→） 機中泊

12 22 日(金) 移動（→成田着） －
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１－４　主要面談者リスト

＜コロンビア側＞

１）　外務省

Margareth Ordonez Asesora Direccion General de Cooperacion

Internacional

２）　国際協力庁

Ana Merecedes Maturana R Subdireccion de Programacion

Rafael Uribe Subdirector, CTPD

３）　地球科学・鉱山環境・原子力情報研究所（INGEOMINAS）

Adolfo Alarcon Guzman Director General

Jorge Martin Molina E Mining Deputy Director

Gustavo Neira Arenas Jefe de Proyectos de Investigacion en Recursos

Minerales y Carboniferos

４）　INGEOMINASカリ事業所

Alberto Ochoa Yarza Director Unidad Operativa de Cali

Jorge Ivan Londono E.

Silvia E. Londono

Hector F Baca

Yolanda C. Romero

Gloria E. Mosquero

Nury O. Perez

Teresa Duque

Juan C. Molano

Jaime M. Buitrgo

Alvaro Pinilla

５）　鉱山公社（MINERCOL）

Mariaines Castro De Ariza President

＜日本側＞

１）　在コロンビア日本国大使館

豊　　輝久 一等書記官

２）　JICAコロンビア事務所

古屋　年章 所長
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上條　直樹 次長

池上　宇啓 職員

３）　中小零細鉱山選鉱技術改善プロジェクト

阿部　幸紀 チーフアドバイザー

尾鷲　　彰 業務調整

細岡　敏夫 選鉱技術

三浦　莞司 廃水処理技術
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第２章　調査の概要

２－１　中間評価方法について

（１） 目的

　本プロジェクトは2000年12月１日で協力期間の中間時点にさしかかり、これまでの活動実

績、管理運営状況、C/Pへの技術移転状況に関し、PCM手法を用いて当初計画に照らし合わ

せた中間評価を行う。

　その結果を踏まえ今後のプロジェクト計画、モニタリング方法につき確認、見直しを行い、

必要に応じて今後のプロジェクトの取り進め方について協議する。

（２） 概要

１）　PCM手法による中間評価を実施する。

ａ）　コンサルタントが四半期報告書、モニタリング調書等の各種プロジェクト活動報告書

及び中間評価調査表（プロジェクト案）に基づき、評価用PDM及び評価グリッドを作成の

うえ、質問票を事前に配布し情報を入手する。

ｂ）　プロジェクト（専門家、C/P）が質問票に回答し、また投入実績等資料を作成する。

ｃ）　コンサルタントが上記情報に基づき評価グリッドを記入する。

ｄ）　コンサルタントがコロンビアに赴き、専門家、C/Pへのインタビューを行い、その結果

を評価５項目に従い整理・分析し、同時に評価結果を調査表にまとめる。

ｅ）　コンサルタントから報告された評価結果について、日本側関係者間で検討する。

ｆ）　官団員がコロンビアに赴き、中間評価調査表案の内容につき、関係者と協議する。

ｇ）　コロンビア側と合意のうえ、中間評価調査表を完成させ、ミニッツに添付する。

２）　中間評価結果、今後のプロジェクト計画、モニタリング方法、必要に応じてプロジェク

ト実施体制について協議し、その結果をミニッツに添付する。

３）　その他懸案事項について協議する。



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

１　中間評価

1-1 効率性

（１） 評価

（２） 評価根拠

・投入の遅れにもかかわらず、成果

は徐々に達成の方向に向かってい

る。

・投入された人材（専門家・C/P）のも

つ潜在力を最大限に生かした結

果、効率性は保たれた。

・特に短期専門家は、短期間にもか

かわらず具体的な技術移転成果を

残し効率性が高い。

「投入の遅れ」

・チーフアドバイザー、業務調整員は

1999年６月１日に日本を出発した

が、５月30日にカリ市内の協会にて

発生した大量誘拐事件によるボゴタ

での滞在指示により、カリ赴任は現

地大使館、JICA事務所等による安

全確認後の７月14日となった。また

その他２名の長期専門家は、８月25

日に赴任し、カリに長期専門家４名

全員が揃ったのは８月2 8日となっ

た。

　左記をコロンビア側と合

意する。

・左記による遅れについ

て 、 今 後 の 活 動 計 画

（PO、2001年度APO）を

確認し、遅れを取り戻す

ことが可能かどうか日本

人専門家、C/Pから聴取

する。

　左記をコロンビア側と合

意した。

　日本人専門家チームとの

検討において、移動式選鉱

設備（試験プラント）の可及

的速やかな稼働が、最大の

方策であるとの結論に達し

た。

　M/Mには、

１）　試験プラント試験回

数の増加を図る

２）　選鉱と廃水処理の試

験を同時に行う

３）　ラボ試験と試験プラ

ント操業を同時に行う

などにより、進捗の遅れを

取り戻すことで合意した旨

記載した。

　プロジェクト後半期に完

成が予定されている各成果

品については、日本人専門

家、コロンビアC/Pで努力

目標を設定し認識を共有

し、協力期間終了までに完

成させることとした。

　M/Mには、

１）　選鉱試験及び廃水処

理 試 験 マ ニ ュ ア ル

（PDM活動２－５）を

2001年３月まで、

２）　選鉱廃水処理を含む

選鉱場改善マニュアル

（PDM活動２－７）を

2002年３月まで、

２－２　対処方針及び結果



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・主要供与機材である移動式選鉱設備

（試験プラント）は当初2000年２月に

現地港に到着する予定であったが、

購送手続きの遅れにより５月に到着

した。その後機材設置場所の改修工

事の遅れにより、短期専門家による

機材の据付工事の完了は10月となっ

た。

・移動式選鉱設備（試験プ

ラント）の稼働状況を確認

する。

３）　プロジェクト対象鉱

山の選鉱場改善提言書

（PDM活動３－２）を

2002年３月までに日本

人専門家とコロンビア

側C/Pは完成させるこ

とを合意した旨記載し

た。

　試験プラントは2000年11

月に始動したものの、常時

稼働している状況ではな

い。直接原因として、

MINERCOLから投入が予

定されている人員の未配

置、建屋の建設の未了等が

日本人専門家より指摘され

た。しかしながら、プロ

ジェクト進捗の遅れの取り

戻しには試験プラントの可

及的速やかな安定操業が不

可欠なところ、調査団は日

本人専門家に以下をアドバ

イスした。

１）　試験プラントの操作

指導を年度内に終了す

る

２）　対象鉱石を減らし、

操業の安定化を図るこ

とにより試験プラント

の稼働率を上げる

３）　選鉱試験の終了を待

たず、模擬廃水による

廃水処理技術移転を実

施する



調査・協議項目
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現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「インタビュー結果」

・ほぼ全員が投入量は適正であり、増

減は必要ないとしている。ただし短

期専門家の増員要望は多い。

・C/Pの短期専門家の技術移転への満

足度は高い。

・短期専門家の増員要望に

ついて詳細を聴取する。

・短期専門家への満足度の

高さについて、業務の進

め方、技術移転手法等に

ついて長期専門家との違

いをC/Pから聴取し、有

用であれば長期専門家に

アドバイスをする。

　コロンビア側より、廃さ

い処理及び環境影響評価

（EIA）にかかる技術移転の

要請があった。これに対

し、試験プラントの鉱石の

廃さいは、当該鉱山に戻す

ことでプロジェクト開始前

に合意しており、上記２項

目は今後もプロジェクト活

動には含まれないことを合

意し、その旨M/Mに記載し

た。

　ただし、短期専門家によ

る座学中心の技術移転は調

査団が帰国後実施可能性を

検討することを伝えるとと

もに、日本人専門家に専門

家TORを2000年度リーダー

会議時に協議すべく準備す

るよう依頼した。

　C/Pの三上短期専門家（廃

水分析：0 0 . 0 8 . 1 4 ～

00.11.05）に対する評価は

非常に高い。理由として、

技術移転項目及びスケ

ジュールを事前にC/Pに通

知したこと、通読すべき書

物を期限を決めてC/Pに提

示したこと、ラボにおける

C/Pとの交流時間が長いこ

となどをC/Pは指摘した。

　選鉱分野のC/Pから長期

専門家に対し、2000年９月

時点の試験プラントに係る

技術移転進捗状況を表すマ

トリックスが提出された。

進捗状況は27％と低く、C/
Pは特に専門家とのラボに

おける直接的な技術移転の

不足を不満として指摘し

た。



調査・協議項目

－9－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「技術交換の実施」

・プロジェクト日本人専門家及びC/P
の計６名が、2000年12月３日～８日

の期間でJICAにより実施中のプロ

技「アルゼンティン鉱山公害防止対

策研究センター（サンファン州）」を

訪問し、鉱山公害防止への取り組み

に対して意見交換を行う予定。

・移動式選鉱設備設置の遅れにより

プロジェクト目標の協力期間内の

達成可能性は低下した。

・最終的なプロジェクト目標のイ

メージが関係者間で共有されてい

ない。

・達成可能性は現時点では不明であ

る。

「インタビュー結果」

・関係者全員が目標達成の意思は表明

しているものの、進捗状況の遅れが

どの程度影響するかは不明としてい

る。

・指標が明確になっていない状況で、

関係者間で目標達成のイメージが統

一されていない。

・C/Pは移動式選鉱設備の遅れのみな

らず、日本人専門家の技術移転方法

の改善を目標達成の条件としてい

る。

・技術交換事業の報告を専

門家、C / P から聴取す

る。

　左記をコロンビア側と合

意する。

・左記の関係者の意思を再

確認する。

（1-7 その他参照）

（1-1 効率性参照）

　日本人専門家によるとマ

トリックスは不必要な項目

が含まれており、また試験

プラント据付の遅れから時

期的に適していないもの

の、今後はマトリックスの

項目について2001年３月ま

でに技術移転を終了する旨

説明があり、この旨M / M
に記載した。

　有益であった旨、日本人

専門家から説明があった。

　「達成可能性は現時点で

は不明である」について、

結論から削除するようコロ

ンビア側から要請があり、

削除した。その他について

はコロンビア側と合意し

た。

　左記の意志を再確認した

ものの、その財政的裏づけ

は確認していない。

1-2 目標達成度

（１） 評価

（２） 評価根拠



調査・協議項目

－10－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「外部条件」

・MINELCOLによると選鉱場の協業

化は進展している。

・産金地域の中小零細鉱山の選鉱場

改善という上位目標の実現可能性

は条件付きで可能。

・日系人のステータス向上、C/Pの姿

勢の改善、INGEOMINASの知名

度アップ、新たな技術交流の促進

等Positive Impactのみ。

「インタビュー結果」

・上位目標の達成には、中小鉱山の協

業化の進展、予算的裏づけが必要と

日本人専門家は考えている。

・日本人専門家とカリ市の日本人会と

の交流が生まれた。ただし治安状況

から外部への宣伝は控えている。

・鉱山業界でのプロジェクトの知名度

は高く、問合せが多い。

・非常に高い。

・指標を設定する必要がある。

「国家開発戦略」

・重要な位置を占めている。

・協業化の進捗状況詳細を

M I N E R C O Lに確認す

る。

　左記をコロンビア側と合

意する。

（1-2 目標達成度参照）

（1-5 自立発展性参照）

・日本人会にプロジェクト

に対する意見を聴取す

る。

　左記をコロンビア側と合

意する。

・関連資料等を入手する。

　MINERCOLの関係者と

の協議はなかった。

　左記をコロンビア側と合

意した。

　日本人会関係者と面会し

た。

　左記をコロンビア側と合

意した。

　関連資料（コロンビア共

和国国家企画局作製「コロ

ンビアの鉱業セクター強化

のための戦略」1997年１月

15日）を入手した。同資料

では「鉱業セクターは貿易

額では過去10年間の国際収

支における計上輸出額が

FOB価格で平均16％を占

め、過去５年間の平均成長

率は2.1％であった。鉱工

業は約10万人を雇用し、経

済を支えている」としてい

る。

1-3 インパクト

（１） 評価

（２） 評価根拠

1-4 妥当性

（１） 評価

（２） 評価根拠



調査・協議項目

－11－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「経済状況」

・工業化をめざす同国にとって鉱業は

重要なセクターである。金の生産量

は増加している。

「技術力」

・現在でも産金地域における技術力の

不足は深刻な問題である。

・関連資料等を入手する。

・左記を再確認する。

　関連資料（国家開発計画

1998－2002）を入手した。

同資料では、「国家は鉱業

の統制、コントロール及び

プロモーションに重点を置

く。（中略）輸出全体により

生み出される外貨の３分の

１以上がエネルギー鉱業部

門によりもたらされる。

（中略）鉱業部門の競争力増

加に向けて

１　鉱業開発及び採掘活

動を促進し、奨励す

る、

２　鉱業商業化のための

市場の形成を支援す

る、

３　この部門の活動を推

進するような法的提案

を推進する、

４　地方自治体を制度的

に強化する、

５　この部門の活動を安

定的開発の中で実施す

る

としている。

　上記資料では「小規模鉱

山は（中略）低い生産性と適

当でない技術により展開さ

れるインフォーマルな活動

により特徴づけられてい

る」としている。



調査・協議項目

－12－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「インタビュー結果」

・INGEOMINASは鉱山技術開発の主

要な組織であるため、ターゲットグ

ループとしてふさわしい。

「PDM」

・指標が不明確であり、改善が望まれ

る。

・十分に確保されると判断される。

・政府機関のリストラの進展、財政

赤字、プロジェクト終了後の普及

活動の具体的な実施等の若干の懸

念材料が存在する。

「インタビュー結果」

・すべてのC/Pがプロジェクト終了後

に技術を普及していくとの意志を表

明している。

・鉱山業者は今後も鉱山業務を継続し

ていく。

「政府機関のリストラ」

・現在34の政府機関がリストラ対象と

なっており2001年の中旬から本格的

に 実 施 さ れ る 予 定 。 た だ し

INGEOMINASは研究業績から政府

からよい印象を持たれているため、

存続していくことは間違いない。

　アラルコン長官より、

INGEOMINASは地位的に

強化されつつあり、業務内

容 が 重 複 し て い た

MINERCOLの一部業務（地

下資源情報、プロモーショ

ン、総合的な鉱山開発）吸

収により、より適切な技術

移転対象となる旨説明が

あった。

　左記をコロンビア側と合

意した。

（1-2 目標達成度参照）

　INGEOMINASは2001年

上半期にMINERCOLの一

部機能（地下資源情報、プ

ロモーション、総合的な鉱

山開発）を吸収する予定で

ある旨コロンビア側より説

明があった。

　M/Mには、組織再編成に

ついてコロンビア側は日本

人専門家に必要な資料を提

出することを合意した旨記

載した。

1-5 自立発展性

（１） 評価

（２） 評価根拠

（1-7 その他参照）

　左記をコロンビア側と合

意する。

・C / P の意志を再確認す

る。

・政府機関のリストラにつ

いて最新の進捗状況を聴

取する。



調査・協議項目

－13－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

「INGEOMINAS予算」

・予算払い込みにしばしば遅滞がある

ものの、予算は増加の状況にある。

・技術普及活動の資金源については

SENA（職業訓練サービス）や大学な

どど共同で実施する予定がある。

「移転技術の定着状況」

・INGEOMINASの内規では、C/Pは

移転技術をすべて文書として記録す

ることを義務づけている。

・専門家によるマニュアル作成につい

ては、概略が完成している。

　「計画達成度から見るとプロジェク

ト進捗が全体的に遅れており、プロ

ジェクトとして目標の達成可能性も

不明であるが、一方で、インパクト

や妥当性及び自立発展性からみてプ

ロジェクトとして今後も継続する意

義は十分にある」と結論づけられる。

　時間不足のため協議しな

かった。

　時間不足のため協議しな

かった。

　時間不足のため確認しな

かった。

（1-1 効率性参照）

　左記をコロンビア側と合

意した（ただし、「プロジェ

クト目標の達成可能性は不

明」については、コロンビ

ア側の要請により削除し、

「プロジェクト目標達成に

は更なる努力が必要と双方

認識している」に変更し

た）。

1-6 結論

・予算の払い込みの遅滞が

今後なきよう申し入れる

とともに、予算関連資料

を入手する。

・左記の計画の詳細につい

て聴取する。

・C/Pによる記録を確認す

る。

・マニュアル作成状況を確

認し、必要事項を専門家

にアドバイスする。

　左記をコロンビア側と合

意する。



調査・協議項目

－14－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

　コロンビア側のPCM手法

及びPDMの仕組みについ

ての理解が不足していたた

め、「プロジェクト目標の

みが協力期間内に双方で達

成すべき唯一の目標であ

り、スーパーゴール及び上

位目標は協力期間終了後コ

ロンビア側により達成され

るべき目標であり、プロ

ジェクトの方向性を示して

いる」ことを説明し、その

旨M/Mに記載した。

　また、プロジェクト目標

の指標を修正し、以下のと

おりとした。

１　達成度テストに合格

する

２　対象鉱山関係者を技

術指導セミナーに参加

させる

　さらにこの指標の達成度

を測る基準を以下（1-7 その

他）のとおり設けM/Mに添

付した。

　プロジェクト目標の指標

を修正し、また指標の達成

基準を以下のとおりとし

た。

１　達成度テストに合格

する

ａ）　日本人専門家の指

導のもとで設備を動

かせる　20％

1-7 その他

　進捗が遅れている原因としては以下

が指摘される。

・当初の投入（人材及びプラント）が大

きく遅滞したことによって、プロ

ジェクト全体の進捗に影響が出てい

る。

・プロジェクト目標の達成度を測る指

標が明確に設定されておらず、プロ

ジェクト目標の具体的なイメージが

関係者の中で統一されていない。こ

れが原因で、技術移転内容に関する

関係者の交流が不足している懸念が

ある。

　上記に起因して、最終的に移転され

るべき技術がどのようなものかが専門

家とC/Pの間で共有されておらず、ま

た、上記プロジェクト目標のイメージ

が関係者間で統一されていないことに

起因し、明瞭に理解できるプラント設

置の遅れが必要以上に関係者の間でク

ローズアップされてしまった可能性が

ある。プロジェクト目標のイメージの

統一とともに、本来の移転すべき技術

の趣旨に立ち戻り、今一度プロジェク

トの進捗状況を把握することが望まれ

る。

　PDMについては、中間期において

以下の変更がなされた。

１）　以前のPDMにおいては、指標

が明確化しておらず、現時点でも

いまだに決まっていないことか

ら、議論のたたき台として、指標

の案を入れた。その具体的な内容

については、専門家とC/Pの間で

十分に議論し、早期に決定するも

のである。

・専門家及びC/Pの交流不

足について、双方の意見

を聴取し、必要改善事項

があればアドバイスす

る。

　左記をコロンビア側と合

意する。

・プロジェクト目標の指標

に新たに追加する「達成

度テストの実施」につい

て日本人専門家に実施可

能性を検討依頼するとと

もに、その具体的内容に

ついて専門家とC/Pの間

で十分に議論し早期に決

定するよう依頼する。



調査・協議項目

－15－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

２）　地域の治安状況の悪化により、

プロジェクトの進捗が阻害された

ということから、今後もこのよう

な阻害が起こる可能性はないとは

いえず、治安については今後も注

意していくことを明示するため

に、治安状況の確保という事項

を、外部条件に加えた。

・コロンビア側が措置すべ

き安全対策事項の継続し

ての実施を確認する。ま

た専門家に引き続いての

安全遵守事項の徹底を申

し入れるとともに、安全

対策費の活用をアドバイ

スする。

ｂ）　設備を自分で動か

せる　40％

ｃ）　トラブル処置・保

全の目安がわかる　

60％

ｄ）　鉱石の特性により

最適選鉱条件を組み

合わせることができ

る　70％

ｅ）　中小鉱山関係者に

操業改善指導ができ

る　80－100％

２　対象鉱山関係者を技

術指導セミナーに参加

させる

ａ）　Operation Manu-
alを作成する　20％

ｂ）　機械設備の操作及

び保全マニュアルを

作成する（PDM活動

1-3）　40％

ｃ）　選鉱試験及び廃水

処理試験マニュアル

を作成する（PDM活

動2-5）　60％

ｄ）　選鉱廃水処理を含

む選鉱場改善マニュ

ア ル を 作 成 す る

（PDM活動2-7）　70

％

ｅ）　国際セミナーで講

義をする　80％

ｆ）　プロジェクト対象

鉱山の選鉱場改善提

言 書 を 作 成 す る

（PDM活動3-2）　90

－100％

　コロンビア側の安全対策

に対する努力に謝意を表す

るとともに、引き続いての

　日本人専門家及びその家

族への安全対策措置実施を

申し入れ、その旨M/Mに記

載した。



調査・協議項目

－16－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

３）　ターゲットグループについて

は、事実上INGEOMINASの技術

職員が中心的な役割を担っている

が、一方のMINERCOLについて

は、いまだに参加しておらず、ま

た2001年以降にMINERCOLの名

義 で 投 入 さ れ る 人 材 も

MINERCOLの職員ではなく、外

部からの導入であること、加えて

MINERCOLの存続が不明確なこ

となどを考慮して、正当な意味で

のターゲットグループとしては、

INGEOMINASに一本化する必要

がある。なお、MINERCOLにつ

いては、協力団体として、今後も

重要な役割を担うことは変更な

い。

　以上のPDMについては、専門家と

C/Pとの協議、現地の状況などによっ

て、変更可能のものであることは、再

度、ここに確認する。今後も意見交換

のツールとして、PDMを活用するこ

とが期待される。

・専門家派遣

　短期専門家派遣は予定されていな

い。

・研修員受入れ

１　Ms. Londono Madrigal Silvia
Elena

（選鉱分野）2001年２月予定

２　Ms. Gloria Stella Mosquera
Coliazos

（廃水処理分野）2001年２月予定

３　Dr. Adolfo Alarcon Guzman
（プロジェクト実情調査）

２　今後の活動

　　計画

2-1 2000年度

（１） 日本側投入

・政府機関のリストラによ

るMINERCOLの存続の

可否について聴取する。

・M I N E R C O Lが本プロ

ジェクトに参加するに際

しINGEOMINASと締結

予定の協定の詳細及び締

結時期を調査する。

・以上をもとにプロジェク

ト目標への記載の妥当性

について検討し、結果を

PDMに反映させる。

・研修員３（I N G E O M I -
N A S 長官）については

MINERCOLのリストラ

に伴い、研修時期の延

期、もしくは代替者の選

出が検討されている。実

施 に 際 し て は 要 請 書

（A2A3）の研修員来日時

期の60日前のJICA本部

到着が必須のため、今年

度実施の要望をコロンビ

ア側に再確認し、要請書

の至急提出を申し入れ

る。

（1-4 妥当性参照）

　I N G E O M I N A Sより

MINERCOLから2001年に

４名の人員が投入される旨

説明があり、その旨M/Mに

記載した。

　プロジェクト目標から

M I N E R C O Lは削除しな

かった。

　研修員３（I N G E O M I -
NAS長官）についてはMIN-
ERCOLのリストラに伴い

研修参加は辞退する旨説明

があった。コロンビア側は

代替者の研修参加を希望し

たため、TORを確認し、こ

れを了承し、A2A3の可及

的速やかな提出を申し入れ

た。



調査・協議項目

－17－

現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

・機材供与

　本邦調達分（約800万円）を購送中。

　（内訳：水質測定器、イオンクロマ

トグラフ、スペアパーツ等）

・広域技術協力推進事業

　ホンデュラス共和国では、鉱山の

多くが中小零細鉱山であり、効率が

悪いばかりでなく、金の回収に有害

な水銀、シアンを使った方法を行

い、環境への影響が懸念されてい

る。JICAは2000年度同国天然資源

環境省鉱山振興局（DEFOMIN）に対

し、本プロジェクトを拠点として同

一分野の人材を育成することを目的

とした上記事業を行うこととした。

概要は以下のとおり。

・日本人専門家のDEFOMINへの派遣

による技術指導（2001年４、５月ご

ろ）

・DEFOMIN職員12名の本プロジェク

トへの受入れによる技術研修（2001

年２月ごろ）

・DEFOMINへの機材供与（約1,000万

円、内訳：マッフル電気炉、ジョー

クラッシャー、微粉砕機）

・プロジェクトサイト

・施設の供与及び土地の確保

・人員の配置

・予算

・専門家派遣

（長期）

１　チーフアドバイザー

２　業務調整

３　選鉱技術４廃水処理技術

（短期）

１　選鉱最適操業指導

（2001年４月、３か月間）

２　選鉱工場設計

（2002年２月、２か月間）

３　国際セミナー講師

（2002年３月、0.5か月間）

（２） コロンビア

　　側投入

2-2 2001年度

（１） 日本側投入

　　（プロジェ

　　クトチーム

　　からの要

　　望）

・左記事業実施の準備状況

について確認する。

・左記の詳細について確認

する。またC/Pの配置に

ついて引き続いての安定

配置を申し入れる。

・左記の詳細を確認する。

なお実施の確定は2001年

２月のリーダー会議にて

協議される。

　ホンデュラスからの要請

書提出を待っている状況で

ある。

　C/Pの安定的配置は、本

プロジェクトの成功の際の

大きな要因となる旨説明し

た。

　時間が不足し、詳細を確

認しなかった。
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現 状 及 び 問 題 点 対　処　方　針 調　査　結　果

（２） コロンビア

　　側投入

2-3 2002年度

（１） 日本側投入

４　国際セミナー講師

（2002年３月、0.5か月間）

・研修員受入れ

１　Mr. Jorge I. Londono
（選鉱製錬関連技術研修、2001年

10月、２か月間）

２　Mr. Gustavo Neira
（プロジェクト管理実情調査、

2001年10月、１か月間）

３　Mr. Yolanda Canon
（選鉱廃水処理関連技術研修、

2001年10月、２か月間）

・機材供与

　約1,300万円（内訳：ろ過器、サイク

ロン、流体含有物測定装置、水銀分析

装置、移動式選鉱設備予備品）

・プロジェクトサイト

・施設の供与及び土地の確保

・人員の配置・予算

　プロジェクト協力期間は

2002年５月30日までであ

り、2002年度内の協力期間

は２か月間であるため、研

修員受入れ、機材供与の要

望を聴取し、その実行可能

性、効果を帰国後検討す

る。

　時間が不足し、要望を聴

取しなかった。
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２－３　中間評価結果（効率性、目標達成度、インパクトに関する評価）

２－３－１　効率性（プロジェクトは無駄なく実施されているか）

（１） 成果の達成度

　事業開始後１年半を経過した時点で、７か月＋αの遅れ（治安状況による人材投入の遅

れ：３か月、供与機材の現地到着遅れ：３か月、移動式試験プラント設置の遅れ：１か月＋

α）による影響を受けてプロジェクトのスケジュールが全体として遅れている。座学等によ

る理論の技術移転は実施されているが、操業技術の移転は試運転程度しか行われておらず、

達成状況は必ずしも順調とはいえない。残された１年半の間で、集中して効率よく技術移転

を進める必要がある。

（２） 投入の達成度

１）　投入の質量

・人材：実質的には必要な投入は質量ともほぼ順調になされている。

・機材：本事業の中心である移動式試験プラントを含め、調査時点で必要な資機材はほぼ

揃っている。

２）　投入のタイミング

・人材：長期専門家の投入の遅れ、一部のC/Pの配置変更があった。また、一部のC/P

（MINERCOL）の配置遅れがある。

・機材：プラントの到着・設置の遅れがあった。

（３） 効率性

１）　投入と成果の比較

　投入が大きく遅滞しているにもかかわらず、事業は少しずつだが確実に前進している。

これは関係者の最大限の努力と高い資質が、投入の効率性をカバーしているためといえ

る。

２）　他のプロジェクトとの比較

　投入の遅れを伴った他のプロジェクトの例と比較して、効率性は保たれているといえ

る。

３）　投入の組み合わせ

　人材（長期専門家）の投入と機材（移動式試験プラント）の投入とのタイミングに大きな開

きが出たことが効率性に影響している大きな原因であるが、資機材の活用方法、試験の方

法、専門家とC/Pとの密な意思疎通を図り技術移転の方法に工夫を凝らすことで、後半の

効率性を高め、最終的に所定の効率性を維持できると考える。
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（４） 無償等、他の協力形態とのリンケージなど、効率性を高めるような要因があるか

　コロンビア国内としてはないが、「広域技術協力」として、アルゼンティンやホンジュラス

の同種のプロジェクトと技術交流を図っており、お互いの知識を高め合っている。またセミ

ナーなどを通じての技術交流もしている。

（５） 効率性評価

　投入が遅れたにもかかわらず、成果は徐々に達成の方向に向かっており、これは投入され

た人材（専門家・C/P）の努力と資質によるものと考えられる。特に短期専門家は短期間にも

かかわらず具体的な技術移転成果をあげ、効率性が高いといえる。この点から投入のもつ潜

在力を最大限に生かした結果、効率性は保たれたと考えられる。広域技術協力なども行われ

ており、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。

　今後、高い効率性を維持し、初期の目標を達成するためには、移動式試験プラントの可及

的速やかな稼働と活用が必要である。

　そのための方策として下記の項目の実施が必要となる。

・移動式試験プラントによる試験回数の増加。

・廃水処理試験を選鉱試験と平行して行う。

・試験プラント操業と平行してラボ試験を実施する。

２－３－２　目標達成度（プロジェクト目標は終了時までに達成できるか。）

（１） プロジェクト目標「INGEOMINASの技術者が、産金地域における中小零細鉱山に対し、

選鉱場改善の指導ができるようになる。」の達成可能性

　専門家、C/Pの全員が目標達成に対する意欲を示した。一方、移動式試験プラントはよう

やく試運転を実施した段階にある。

　プロジェクト目標と、スーパーゴール、上位目標とを混同している関係者（特にC/P）がお

り、指標が明確でなかった状況もあって、関係者間で目標の達成のイメージが統一されてお

らず、遅れ気味のプロジェクトが期間内にプロジェクト目標を達成することについては各人

の意見が分かれた。

　この点は、協議の中で確認し合意された。

（２） プロジェクト目標達成のカギをにぎる外部条件の実現可能性

　INGEOMINAS（長官）、ACCI（副局長）ともに、コロンビア共和国の方針として鉱業、中

でも金等貴金属に注力していくことを表明し、本事業の重要性を強調した。MINERCOLを

中心に、全国的に鉱山開発と選鉱場の協業化が進められているようであるが、必要な実操業
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技術に関しては不十分であり、本事業にかける期待は大きい。

（３） 目標達成度評価

　投入遅れによる事業の進捗状況の遅れに関し、プロジェクト目標の達成可能性について

は、前述のごとく、プロジェクト目標、スーパーゴール、上位目標とを混同していた関係者

がいたこともあり、意見が分かれた。認識の違いに関しては、討議の間に調整を行い納得を

得た。

　さらに、今後PDMの指標の部分で、目標を具体的かつ明確にすることで、論理的かつ客

観的に達成可能性を論ずることができるようになると考える。

　現段階では達成可能性は不明であると評価せざるを得ないが、今後、移動式試験プラント

の操作に関して選鉱担当専門家とC/Pとが合意した技術移転項目を早期に実現し、移動式試

験プラントの活用が加速されれば目標は期間内に達成されることが期待できる。

２－３－３　インパクト（プロジェクトが周辺にもたらした影響はあるか。）

（１） プロジェクトが周辺にもたらした影響

　遅れを伴った事業半ばにして、C/Pは現在のところ操業指導できる段階には至っていない

ため、プロジェクト目標と成果に関するインパクトはまだであるが、C / P はじめ

INGEOMINAS職員、日本人協会等からはステータスの向上、知名度上昇等の効果があり

高い評価を得られている。

　しかし、テロ対策のため宣伝を控えていることもあり、一般にはあまり本プロジェクトは

知られていないようである。

（２） 上位目標の達成可能性

　INGEOMINAS、ACCI等のコロンビア政府の鉱業に対する熱意と前向きの姿勢が維持さ

れ、本事業に対する優先度が上位に置かれている限り、上位目標達成の可能性は高い。

　そのための条件として、まず、プロジェクト目標が達成される必要がある。

（３） インパクト評価調査

　プロジェクト目標と成果に関するインパクトが出るのはこれからであるが、日本人協会を

含め関係者の間ではステータスの向上、知名度上昇等の効果があり高いインパクトを与えて

いる。

　一方、上位目標の達成に関しては、コロンビア政府の鉱業に対する高い優先度と強い姿勢

が維持されることが前提条件で、可能性も高いが、そのためには、まずプロジェクト目標が

達成される必要がある。
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２－４　コロンビアの鉱業政策、実施体制、政府リストラ等

２－４－１　コロンビアの鉱業政策

　コロンビアの鉱業政策は、パストラナ大統領の政府によって策定された「国家開発計画1998

－2002、平和構築のための変革」の枠組みの中で、INGEOMINASが鉱業政策における資源探

査・研究部門を担っている。INGEOMINASの活動は、各ビジネスユニットにおいて立案・

実施され、年次目標を伴った長期の研究とプロジェクトの方針によって支えられ、長官傘下の

各部門、ビジネスの戦略的な各ユニット、実施部門、研究方針及び目的とする成果品で構成さ

れる。中央本部及び８か所の地域運営センターにおいては、プロジェクトを通じて展開される

マトリックスタイプの組織機構において実施される。

　また、コロンビア国土内における地質科学知識及び地下資源活用のための研究と基本的情報

の創出を実施する目的を持っており、これには地殻の進化、組成及び動態の研究と知識、石

油、鉱物、石炭、地下水源及び地熱資源が蓄積するためより有利な下層土の地区のインベント

リー、これらの資源の活用のための処理及び核材料の使用のための研究、そして自然の脅威の

対象となっている地区の確認とモニタリング及び地質状況と関連した国土の使用の制限の評価

が関係している。

　諸地域ではその資源が知られていないということで、そのポテンシャルの開発のために必要

とされる最低限の情報を鉱業セクターに提供することが必用であり、この種の情報は、鉱業地

域の見捨てられた性質の悪循環から脱却することを可能とする。このセクターの開発は、鉱業

プロジェクトに伴う不確実性を確認し減少させるための技術的メカニズムを提示することが基

本である。これらのメカニズムは、国家が提供する地質科学情報及び第三者が行う探鉱の活動

から得られる。地質的制限、そして資源の量と質に関する国土の鉱業ポテンシャルの知識は、

鉱業インフラの開発及び非再生性天然資源の持続性のある活用の政策の確定のための主要な

ツールである。それゆえに、INGEOMINASは、この４年間の政権期間内に国土の40％をカ

バーすることを目的として、鉱床のポテンシャルの評価、地下水の探査と量の把握及び地下資

源の探査に関連したコロンビア国内の基礎探鉱計画（PEBTCO）の展開を継続する。

２－４－２　実施体制

　INGEOMINAS長官をプロジェクトダイレクターとしてカリ支所を拠点に本プロジェクト

を遂行している。予算は、INGEOMINASが大蔵省へ要求する体制となっている。ただし、

調査時における2000年の予算については、議会承認が下りておらずC/Pの給与等の人件費、試

薬費等の本プロジェクトのランニング費用だけを随時執行している状況である。2001年の予

算は、2000年の予算が不透明な中で予算要求となったため、議会で討議中とのことである。

調査団は予算執行が遅れている点について、予算が確定した段階で日本側へ報告するよう要請
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した。予算書が入手できていない段階では、実施体制の適否の判定が困難であるため、次回調

査時その点について確認したい。

２－４－３　政府リストラ

　調査期間中では資料を入手することはできなかったものの、INGEOMINAS長官によると、

MINERCOLの鉱業情報入手機能をINGEOMINASに取り込み、INGEOMINASの機能強化が

目的の行政改革である。その内容についての資料は、現在、改革作業の真っ只中であり、日本

側に提出することは難しいとのことであり、次回、最終評価の際、本資料を入手することとし

たい。
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第３章　運営指導内容

３－１　日本側専門家、コロンビア側への申し入れ事項

３－１－１　日本側専門家への申し入れ事項

　当プロジェクトの進捗状況が約７か月程度の遅れを生じていることに関して、遅れを取り戻

す方法として、１）試験プラントの早期稼働。２）試験プラントによる操業試験と実験室設備に

よる繰り返し試験の同時平行作業。３）３～５種の鉱石について実施する予定であった試験の

種類を減らし、試験プラント操業の安定化を図り、試験プラントの稼働率を上げる。４）試験

プラントが稼働するまでは、対象鉱山鉱石を使用した模擬廃水にて、技術移転を行う、などを

申し入れた。

　日本人専門家に対し、コロンビア共和国の金の産出量、INGEOMINASの予算等、当該プ

ロジェクトに必要な情報を継続して入手するよう申し入れた。

　INGEOMINAS長官より、一部長期専門家の技術移転の内容及び方法が満足のいくもので

ない旨の指摘を受け、長期専門家に対して、今後のC/Pへの技術指導の方法を改善させるた

め、より、頻繁にC/Pと接触する機会を持ち交流を深めることを申し入れた。コロンビア側C/

Pも今後は、専門家と協力関係をもっと密にして、これまでの遅れを早く取り戻すべく努力す

る旨応えた。

３－１－２　コロンビア側への申し入れ事項

　本プロジェクトの妥当性、自立発展性等の評価という視点から、本プロジェクトの実施機関

である、INGEOMINAS及びMINERCOLの行政改革に伴いINGEOMINASの新組織図及び年

間プロジェクト事業予算に係る資料の提出を申し入れた。

　INGEOMINAS長官の本邦研修については、MINERCOLのリストラに伴い研修参加は辞退

する旨の説明があり、コロンビア側は、代替者の研修参加を希望したため、これを了承し、Ａ

２Ａ３フォームの速やかな提出を申し入れた。

　また、コロンビア側の安全対策に対する努力に謝意を表すとともに、引き続き日本人専門家

及びその家族への安全対策措置実施、DASからの警備員配置、治安情報の提供を申し入れた。
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３－２　合同調整委員会概要

１．年月日時 2000年12月19日（火）09:15～11:45

２．コロンビア側

INGEOMINAS

Dr. Adolfo Alarcon Guzman Director General

Jorge Martin Molina E Mining Deputy Director

Dr. Gustavo Neira Arenas Jefe de Proyectos de Investigacion

En Recursos Minerales y Carboniferos

INGEOMINASカリ支所

Alberto Ochoa Yarza Director Unidad Operativa Cali

A.C.C.I

Ana Merecedes Maturana R Subdireccion de Programacion

Minsterio de Retacttones Feterriores

Margareth Ordonez

３．日本側

豊　　輝久 在コロンビア日本国大使館 一等書記官

古屋　年章 JICAコロンビア事務所所長

上条　直樹 JICAコロンビア事務所次長

池上　宇啓 JICAコロンビア事務所職員

阿部　幸紀 チーフアドバイザー

調査団

４．内　容

　12月13日より行ってきた本プロジェクトにおける中間評価についてコロンビア及び日本双

方の協議事項の確認を行った。委員会の議事進行については、１．INEGEOMINAS長官挨

拶、２．JICAコロンビア事務所所長挨拶、３．調査団より中間評価について説明、４．本プ

ロジェクトの概要説明、５．来年度以降のプロジェクトにおける作業計画の説明、６．中間

評価結果報告、７．ミニッツ署名　のとおり。

　なお、INGEOMINAS長官は、大統領府に公務があっため、10時から出席となった。

　当調査団は．議事次第における３．中間評価の説明、６．中間評価結果の報告をミニッツ及

びPDM評価表に基づき説明を行った。ミニッツについては大筋では双方合意したものの、

INGEOMINAS長官より若干の修正依頼があったのち、署名・交換が執り行われた。
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３－３　今後の活動計画についての合意事項

　当プロジェクトの開始当初に安全確保の見地から長期専門家の現地派遣の遅れ、供与機材（移動

式選鉱設備）の現地到着の遅れ等があり、プロジェクトの進捗状況が、計画より大きく遅れている

ことを認識し、今後１年半の間で、遅れを取り戻すためにできること（１．試験プラントの可及的

速やかな稼働により試験回数を密にする。２．選鉱と廃水処理試験の同時平行、３．ラボ試験と

試験プラント操業の同時並行）を双方理解しあい、協力することに合意した。また、プロジェクト

後半期に完成が予定されている各成果品（１．選鉱技術及び廃水処理関連テキスト、２．選鉱廃水

処理関連マニュアル、３．選鉱場改善提言書）について、双方の努力目標設定し、共同で、完成さ

せることを合意した。

　当プロジェクトが1999年６月から実施されこれまでに、移動式選鉱設備及び消耗品等の機材供

与、研修員受入れ２名、短期専門家４名の派遣が実施され、また2001年２月下旬ごろ研修員３名

の受入れを予定している。今後は2001年度の努力目標として、１．C/Pの日本研修員３名の受け入

れ、２．供与機材として、移動式選鉱設備予備品等で、約1,300万円、３．ホンジュラスへの広域

技術協力推進事業、４．短期専門家４名以上、５．国際セミナーの開催、６．試験結果に対する

ドキュメントの作成、を合同調整委員会の席上で発表し、大筋で合意を得たが、詳細については、

個別に調整が必要である。2002年度は、機材供与については時間的に不可能な感があるものの、

現地調達が考えられ、研修員の本邦受入れについても、４月又は５月での受入れは可能性があり、

両者については今後の検討とした。
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第４章　所　見

４－１　国内支援委員所見

４－１－１　目標達成度

　調査時点で本事業は７か月強の遅れ（専門家派遣の遅れ３か月、供与機材の現地到着遅れ３

か月、機材据付の遅れ１か月＋α）を生じており、残された期間でこの遅れをカバーするため

にはかなりの覚悟と工夫が必要である。

　具体的な方策として、リーダーはじめ各専門家から下記提案がなされた。

（１） 試験プラントの操作指導を年度内に完了する。

　試験プラントの主要な操作指導を、C/Pの提案したマトリックスについて要不要を検討後

必要なものについて今年度中（2001年３月末まで）に終了する（不要と判断したものに関して

はその理由をC/Pに説明する）。

（２） 試験プラント試験と実験室設備繰り返し試験を並行実施する。

　フェーズⅠで供与され使用された実験設備を活用し、試験プラントによる操業試験と平行

して実験室設備による繰り返し（連続）試験を実施し、試験回数の密度を上げる。

（３） 対象鉱石の種類を減らし試験プラントの稼働率を上げる。

　選鉱技術移転については、試験対象の鉱石の種類を減らす。３～５種の鉱石について試験

する予定であった鉱石の種類を減らすことで、鉱種の変化に伴って生じるプラント系統の変

更頻度を少なくし、操業を安定化させて試験プラントの稼働率を上げる。

（４） 模擬廃水による廃水処理技術移転を実施する。

　廃水処理の技術移転については、試験プラントが稼動するまでの期間（今年度）は、取りあ

えず対象鉱山鉱石を利用した模擬廃水を作成し廃水処理技術移転を実施する。

　いずれも、活動内容を加速させる有効な手段である。（３）項については後ろ向きの対策のよ

うに見えるが、C/Pたちに操業規模の試験を経験させる中で鉱種の変動に対して変更が必要な

各種要因及び水準（特性値）について実感させることでカバーできると考える。

４－１－２　効率性

　効率性については、前半での遅れを回復し当初の目標達成のために加えられる上記活動の修
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正により、後半の効率性はむしろ向上し、全体として効率性は当初計画を維持できると考えら

れる。

４－１－３　インパクト

　INGEOMINASのアラルコン長官、ACCIのウリベ次官ともに口をそろえて、コロンビアで

は鉱業に注力すること、INGEOMINASの所管業務に鉱業情報及び原子力分野が追加され

MINERCOLの一部を吸収する等の強化策が進行中であることから本事業のC/Pである

INGEOMINASが最適な機関であることを表明している。

　INGEOMINASカリの本事業のC/Pたちも、投入の遅れによるあせりを感じていることが窺

え、むしろ、フェーズⅠで習得した基礎知識をもとに具体的な鉱山指導ができるように早くな

りたいという意欲の裏返しではないかと考えられる。それだけ、技術習得後の彼らの積極的な

鉱山指導活動が期待される。

　一方、本調査の結果、チーム内、チームとC/Pたちとの間の若干の意思疎通の不足が原因に

よると考えられる不具合も感じられた。

　なお、調査団とC/Pたちとの討議中に、C/Pたちが再三廃滓処理技術の移転を希望した。廃

滓処理に関しては本事業の範囲外であるが、特にC/P達が希望しているのは堆積場を浸透する

ことによって発生する重金属を含む酸性水の処理技術であることが討議中に判明した。した

がって、C/Pが希望する廃滓処理技術移転は、酸性水処理を中心としたラボ試験と講義を行う

短期専門家で対応可能である。

　また、選鉱製錬技術専門家は任期（2001年８月まで）の延長をしない意思表明を行っており、

後任者の派遣が必要な状況にあるが、後任者の任期は事業終了（2002年５月）まで10か月しか

ない。

　以上の状況から、本事業の活動が効率よく実施され、当初の目標を達成し、初期の成果が得

られ、中小鉱山に期待されるインパクトを与え、それらが自立発展していくためには今後少な

くとも以下の点が満たされる必要がある。

（１） 選鉱製錬技術専門の後任者は、本事業の現状を十分認識し、専門家同士及びC/Pとの間

で密接な意思疎通が図れる人材であること。

（２） 後任派遣期間は望むらくは前任者と十分な申し送り期間をとれるよう、長期とする。

（３） 目標達成度の項で述べた４項目が間違いなく実現すること。

（４） 阿部リーダー以下各専門家それぞれで担当分野ごとの密な討議を実施し、調整を行う

こと。

　以上がすべて実行されれば、本事業は成功間違いないと考えられる。



－29－

４－２　総合所見

　本プロジェクトは、「含金複雑鉱処理技術プロジェクト」（1992.3－96.3）のフェーズⅡとして、

1999年６月から2002年５月までの３年間にわたり現在協力実施中であるが、今般中間地点におい

て2000年12月12日から20日まで運営指導チームとして現地に赴き、中間評価を実施した。評価５

項目に従い現時点での評価を行うとともに、問題点についてはその解決に向けての方法論につい

て先方関係者と意見交換を行ったところ調査団所見は以下のとおり。

（１） まず、同プロジェクトの開始当初、安全確保の見地から長期専門家の現地入りが約３か月、

供与機材（移動式選鉱設備ほか）の現地到着が予定より３か月遅れたこと、その据付にまた１か

月遅れたことで合計約７か月の遅れが生じたことにより、プロジェクト事業の進捗が計画より

大きく遅れていることが指摘されている。このことから、この遅れをいかに取り戻すかが今後

の最大の努力目標になる点について双方で確認した。

（２） このプロジェクト進捗状況の遅れとともに指摘された他の主たる問題点は次のとおりであ

る。

１）　先方のプロジェクト関係者の多くがPDMの内容によく精通していないという印象を受け

た。特に、プロジェクト目標と上位目標、最終目標との区別ができていない点は、プロジェ

クトマネージャー（PM）も同様であった。このことから、プロジェクト目標を非常に幅広に

とらえ、技術移転の内容を拡大解釈しようとする傾向が見られた。また、プロジェクト目標

にしても、指標が具体的でなかったことから整理して、C/Pにも分かりやすいものにした。

２）　INGEOMINAS長官より、一部長期専門家の技術移転の内容及び方法が必ずしも満足の

いくものでない旨の指摘があった。他方、同長官は短期専門家についてはその技術移転内容

のレベル及び内容を高く評価していた。同発言はプロジェクトサイトのC/Pの評価ないしは

認識を代弁した形になっていることは明らかであり、同PM及びC/Pとの協議の場において

も同様の発言が見受けられた。さらに、フェーズＩに比較して技術移転の質が劣るとしたコ

メントがあった。

　調査の結果、選鉱技術の専門家に対するC/P（２名）からのコメントであることが判明し

た。彼等独自で作成した同分野の技術移転項目の評価表（専門家に対する評価表にもなる）に

よれば、昨年９月初旬時点で27％（現在もあまり変わっていない）ということである。C/Pに

よれば、専門家がよく指導してくれないとしている。

　これに対して同専門家の認識は異なっているが、確かに専門家側にも技術移転の方法論及

びコミュニケーションに若干の問題があったので、今後のC/Pへの技術指導の方法を改善さ
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せるため、より頻繁にC/Pと接触する機会を持ち交流を深めることを調査団より申し入れた

ところ、本人もこれを了解した。また、当チームの求めに応じ、先方が提出したマトリック

スに沿った今後の技術移転計画を提出せしめた。さらに、今までの遅れは2000年３月末まで

に取り戻すことを確認したところ、先方もこれを了解した。

　他方、チームより先方に対して、上記のような一方的ないわゆる「評価」は好ましくなく、

協力関係に支障を来すこともあり得る旨を伝えた。先方はこれはいわゆる専門家個人の「評

価」ではなく、単なる技術移転の「進捗状況表」である旨述べるとともに、今後は専門家と協

力関係をもっと密にして、これまでの遅れを早く取り戻すべく努力する旨応えた。また、同

専門家とC/Pとの人間関係は悪くない旨付言した。

３）　先方より、JICAより供与された「移動式選鉱試験プラント」のクラッシャーに不具合が生

じた旨指摘があった。コロンビア側で調達した試料にて試験を行ったところ、フィーダーと

クラッシャーの速度の違い、破砕最大径が40㎜で現場の条件に対応したスペックになってい

ないというもの。これに対し、当方から本プラントは、あくまで試験設備であり、操業レベ

ルの設計にはなっていないこと、持ち込まれる試験用鉱石サンプルは鉱石の特性が同質のも

のでないことから、当然、機械的にも調整を要することなどを先方に縷縷説明した。この点

については、先方は納得がいくまでにはいたっていないと思われるが、本件不具合について

は、機械的な故障ではなく、また設計ミスでもない点については了解した。

４）　先方は、また、本件プロジェクトの将来を見据え、周辺の中小鉱山に対する操業技術の

指導を行ううえで、「廃滓」及び「環境影響評価」（EIA）にかかる技術指導も新たに協力範囲に

加えてほしい旨強く要請するところがあった。先方は、これらの分野が協力範囲から除外さ

れていることは片手落ちではないかとまで述べるところがあった。

　これに対し，チームより「廃滓」については、当初PDMに含まれておらず，新たに協力範

囲に含めることは難しいと思われるが、短期専門家派遣による座学を中心とした協力であれ

ば検討することは可能である旨説明。先方もこれを了解した。それよりは、現在プロジェク

ト進捗が遅れていることもあり、現行計画の実施が急がれる点を強調し、先方の合意を得

た。

５）　本件プロジェクトの実施機関がINGEOMINASとMINERCOLとなっているが、行政改革

でMINERCOLの再編もしくは解体が囁かれているが，本件についてINNGEOMINASアラ

ルコン長官に照会はしたものの、まだ決済の途上にあり微妙な問題であるので報告書には記

載しないようにとの指摘があった。

　これに対し，チームより本プロジェクトの妥当性、自立発展性等の評価という視点からも

その情報は不可欠の旨伝え、後日明確になった時点で、INGEOMINASの新組織図及び年

間プロジェクト事業予算にかかる資料を提出するよう依頼し、同長官の了解を得た。
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６）　安全確保の問題については、現在のところ、カリ市における治安が悪化したとの情報は

得ていないが、引き続きSecurity Councilの開催のほか、DASからの警備員配置，治安情報

の提供につき先方に協力方申し入れ置いた。

（３） 技術移転計画の遅れを回復するための方策についての調査団からの提案事項

　協力残余期間が１年５か月であるが、１．の遅れを取り戻す方法について，調査団及び専門

家チームと検討した結果、とにかくプラントを可及的速やかに稼働させ、運転回数を増やすと

いう選択肢に勝る方策は現在のところないであろうとの見解を得た。ついては，以下の方策に

ついて提案を行った。

１）　試験プラント関連

・選鉱と廃水処理の試験を並行して行う。

・試験回数（運転テスト）を密にする。

・ラボ試験（バッチ試験）とプラントの操業を同時に行う。

２）　テキスト、マニュアル等の作成

　これらの教材の作成は、専門家及びC/Pの共同作業で行われるが、急がれるので努力目標

として作成期限を設けた。

　例えば、選鉱技術及び廃水処理関連テキストは、2001年３月末まで、操業マニュアルは

2002年３月末まで、鉱山の操業改善マニュアルについても同じく2002年３月末までとした。

　このためには、日本人専門家チームとC/Pの緊密な連携プレイが不可欠で、早急な相互のコ

ミュニケーションの改善が前提条件となる。加えて、MINERCOLから，配属予定になってい

た計４名の技術者及び操業要員が未配置の状況なので、この人員確保も前提条件となる。

　専門家チームには、早急にC/Pと協議のうえ，プラントの操業プランを作成するように指導

した。

（４） 12月19日、INGEOMINAS本部において、本件プロジェクトにかかる合同調整委員会が開

催された。先方はINGEOMINASからアラルコン長官ほか、外務省、ACCI（国際協力庁）並び

にMINERCOLからはそれぞれの代表者、我が方よりは日本大使館から豊１等書記官、JICA

コロンビア事務所から古屋所長ほかが出席。

　チームより今回の中間エバの結果報告に続き、意見交換を行ったところ、若干のミニッツ

（案）に対する文言修正はあったものの、当方案にて大筋合意に達した。今後とも双方が今回の

結果を受けて、プロジェクトの円滑な実施をめざし協力していくことを確認するとともに、ミ
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ニッツに署名・交換した。

（５） 中間評価総合所見

　プロジェクトの進捗が相当遅れているので、現時点で評価５項目に従った評価には十分耐え

られるだけの事業実績はない。すなわち、達成度も相当遅れているため、プロジェクト目標の

達成の可能性については、今後の努力次第と思われる。

　幸い、C/Pの定着率は良好なので、専門家チーム及びC/Pが前述のように、中間エバ調査

チームが提案した実施スケジュール及び留意事項に基づき、努力目標を達成していけば、イン

パクトを持った優良なプロジェクトになるであろうと考えられる。



付　属　資　料

１．協議議事録（M/M）
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